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働き方・行政改革推進本部会議（10月21日実施）
10年連続数値目標未達成、やる気のない働き方改革推進本部は猛省してください！
月45時間超、月平均60時間超の時間外も増加の一途。業務多忙化は確実に進んでいる！
今年度も上半期時点で「月80時間超の職員ゼロ」の数値目標未達成が確定！
10月21日に働き方・行政改革推進本部会議が開催されました。2026年４月から８月までの時間外勤務の状況が公表され、「働き方改革取組方針」が数値目標として掲げる「月80時間超の職員ゼロ」は、早くも上半期にして達成されないことが明らかになりました。これで、働き方改革の取組みがスタートした2017（平成29）年から、ついに10年連続で目標を達成できなかったことになります。
本当に、「やる気があるのか？」と幹部の皆さんに問い質したいです！
すでにグループウエアには、本部会議の議事録と昨年度の状況等が記された資料が掲載されていますので、詳細はご覧いただければと思いますが、最近３年間の、時間外勤務・月45時間超の延べ人数を比較すると、確実に増加傾向であることがわかります（図１）。
また、年720時間超ペースに相当する月平均60時間超は43人発生しており、２～６か月平均80時間超の事案こそわずかに減少しているものの、時間外勤務が月80時間超の数値も大幅に増加しています（図２）。しかも、月80時間超は4月が12人で最も多く、その後も8月まで毎月発生しているのです（図３）。
そもそも、朝夕ミーティングやパソコンのログオン・ログオフによる時間管理を徹底しているはずのに、複数月の80時間超（しかも連続して80時間超が生じている所属もある）の事例が後を絶たないのは、必ずどこかに問題（管理者の怠慢や絶対的な人員不足等）があるはずです。そして、事案が判明した時点で即座に原因究明し、対策を講じなければ、絶対に問題は解決しません。それにもかかわらず、今回の本部会議の議事録を見ても、そうした議論をした形跡はありません。これでは、問題解決の“本気度”が疑われても仕方がないのではないでしょうか。
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～県労連確定交渉レポート～
今期交渉で訴えてきた、自治労県職労職場代表者の発言を紹介します！

県労連賃金確定交渉は、現在ヤマ場を迎えており、いよいよ11月11日が最終交渉日となります。
10月29日の前回交渉で、県当局は人事委員会勧告の実施を明言したものの、昇給制度の見直しや勤勉手当成績率の間差拡大、旅費（車賃）の引下げ等のマイナス提案は依然撤回されていません。
また、子の看護等休暇の要件拡大や短期介護休暇の日数拡大、会計年度任用職員の更新上限廃止などの諸課題についても、前向きな回答はなく、これらの課題解決のために、全力で臨む必要があります。
今期交渉の間、私たち自治労県職労の職場代表者からは様々な場において、現場の切実な声を当局に訴えてきました。ここでは、そうした現場代表者の発言を紹介します。
10.26支部代交渉
山村佳祐さん（かながわ労働センター川崎支所分会）
ここ最近、若年層を中心に給与アップがなされてきましたが、その恩恵は中堅・ベテラン層には遠く及んでおらず、「３割カット」措置に代表されるように悲鳴に近い声が職場で聞かれています。

若手職員の間でも、職場や給与の話をするのですが、口を揃えて「東京都や特別区、都下市役所、横浜・川崎市の給与が高くて羨ましい。」「転職しようか悩んでいる。」といったことを聞きます。
転職の原因は様々だと思いますが、理由のひとつは、中堅・ベテラン層の処遇を見て、「一生懸命に働いても、年を重ねると自分もこう扱われるのか」と将来を悲観してしまうからだと思います。
ぜひとも、今期交渉において、中堅・ベテラン層の処遇改善をお願いいたします。

また、現在は女性も男性も、家事・育児・介護など家庭面のケア労働をしつつ仕事に打ち込む時代となっており、子育て部分休暇の新設や子の看護等休暇の拡充、短期介護休暇や各種休業などの制度は、多様な背景を抱える職員がいかに県職員として勤務し続けられるか、という最低必要条件となっています。

当局は頻繁に「国を上回る休暇制度となっており、これ以上の拡充は困難」と回答しますが、県と同様に人材確保に悩む国や他団体との制度均衡ばかり考えていては、もろとも泥船に沈むのではないでしょうか。

「小１の壁」が社会問題化していた数年前、現在の子育て部分休暇の新設を求めたことがあります。その際の当局回答も当初は、国等との均衡を理由に導入が困難としていましたが、現場の切実な意見を受けて交渉終盤まで粘り強く要求し続けていった結果、めでたく制度新設となりました。

すると、次の年以降、東京都や川崎市など多くの団体が、本県の導入した子育て部分休暇を導入しました。
結局は、どの団体が先陣を切るかであった、と私は理解しています。こうしたことは、今回県労連が要求している、子の看護等休暇の適用拡大や短期介護休暇の日数拡大についても同様のことが言えると思います。
職員からの切実な声を受け止め、ぜひとも改善していただきますようお願いします。
11.2県労連総決起集会

田中留美さん（かながわ労働センター分会）
県当局は、第１回幹事団交渉で、昇給時における昇給較差の拡大と、勤勉手当の成績率の間差拡大を提案しています。

今の人事評価制度を導入する際、私たちは、「いたずらに差をつけるためではなく、人材育成のための制度」として、合意してきました。

しかし、提案のあったこの制度を推し進めることは、地道に努力している職員のやる気を失わせる結果につながります。

どうしても、と言うのであれば、現在検討されている人事制度の見直しと一体で、組合と議論を重ねた上で、県を担う人材の育成を図るとともに、全ての職員が納得できる、全ての職員のモチベーション向上につなげる制度とすることを求めます。

次に、短期介護休暇の日数についてです。

私も介護を抱えながら日々の仕事を行っています。その中で、短期介護休暇は、親の状況に応じて時間単位で取得することができるため、非常に助かっていますが、こどもの成長とは異なり、親は今より状態が良くなることは期待できず、親の年齢が上がるにつれて、介護に要する時間も頻度も増えてきています。

現在の制度は、対象となる家族１人で５日間、２人で[image: image1.emf]図１ 月45時間超の状況（2024～2026年度）

2024年度 2025年度 2026年度

1,550人 1,573人 1,814人

（1,346人） （1,433人） （1,655人）

4,150人 4,302人

（3,726人） （4,000人）

（　）内は「特例」除く人数

４～８月

通　年 －

１０日間までの休暇が取得できますが、同じく介護を抱える仲間からは、「親の通院介助に丸１日かかる中、毎月のように病院に連れていく必要があり、５日間ではとても足りない。」「施設入居してはいるが、ケガや病気などで突発的に呼び出される。施設も遠いため、５日では足りない」といった声が寄せられています。

今後定年は65歳、それまで働いていれば、誰しも突き当たるのが、「仕事と介護の両立」です。経験を重ねた年齢層が働き続けられる環境を整備するためにも、短期介護休暇の日数拡大は避けて通れない課題と考えます。

これと併せて、「子どもの看護等休暇」の看護対象の拡大も大きな課題です。

今年はすでに冬を待たずに、インフルエンザによる学級閉鎖が相次ぎました。例え自分の子が健康だったとしても、小さなこどもを一人家に残して仕事に行けない、組合員からはこのような不安の声が上がっています。

少子化である今、子育ては社会的に重要な仕事です。その重要な役割を担う職員が、安心して働き続けられるための環境整備が必要ではないでしょうか。

私たち自治労県職労は県労連の仲間とともに、「職員が安心して働くことができる賃金・労働条件の確保と職場環境の改善」を実現するために、今後も精一杯取り組んでいきます。
ともに頑張りましょう！

県労連2026確定闘争日程
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いよいよ 山場 です！  


○11月９日（月）　　決議文手交
○11月11日（水）　県労連最終交渉、自治労県職労拡大評議委

○11月1３日（金）　戦術配置











